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地方公会計の活用を図るには！

■これまで「財務書類をつくること」が目的だった
～行政評価の創生期に似ている～
１ 行政評価を組織、職員のモチベーション向上につなげた
２ 行政評価を予・決算と連動させた

■地方公会計の活用を図るには
～従来の手法で不自由していない？～
１ マクロな視点 施設の総量規制

老朽化（長寿命化）対策
自治体間比較

２ ミクロな視点 セグメント情報（施設別、事業別情報）
施設（事業）の譲渡、統廃合、廃止、分析
受益者負担の見直し
行政評価、予算編成に活用

～困っているところから始める～
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【中期財政計画・付２１世紀仕様の経済財政モデル】
財政を左右する４つの指標 2003年1月発表
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従来の性質別経費分類 本モデル上の分類

義務的経費

その他の行政経費

投資的経費
社会資本経費

所得対策経費

一般行政経費

扶助費

公債費

人件費
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100年の財政推計
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追記）100年の財政推計によると、直近（2003年～）の10年間と30～40年後、財政面に２つの
山（谷）が訪れ、このグラフは改善プログラムで一つ目の山（谷）を超えた後の予想図です。 7/31
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２１世紀を豊かに生きるための１４のプログラム

包括予算制度

アウトソーシング

KGI,KPI連動の着想

2003年1月発表
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N年度予算

包括予算制度

■配分するのは歳出予算枠ではなく財源
■人件費も例外でない
■各部長が首長の予算査定を受ける

配分財源

歳入

特定財源

歳出
事業費

人件費

〇〇部包括予算
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基本計画

政策施策評価

事務事業評価

■いくら使って、何が、どう変わったのか
■コストには人件費を含む
■自己評価→庁内評価→外部評価→公表→結果反映

財源

事業目的 何をどうしたいのか
成果指標（アウトカム）
活動指標（アウトプット）

コスト
事業費

人件費

〇〇事業評価調書
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目 標 予 算 決 算

企 業 利益の向上

経営資源

機動的 当期利益

自治体

（あいまい）

住民福祉の向上
税の配分

固定的

(つじつま合わせ)

収支均衡

自治体は予算主義行政評価で目標を
見えるようにする

行政評価で成果が見えるようになる

企業は成果主義

行政評価と予算決算
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改善
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アウトカム

インプット

アウトプット

コ
ス
ト
分
析

相関分析・外部要因分析

行政評価

予算編成 予算執行

決算

予算のマネジメントサイクル
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組織別枠予算から施策別枠予算へ
～行政評価と予算を（さらに）連動させる～
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地方公会計の活用を図るには！

■これまで「財務書類をつくること」が目的だった
～行政評価の創生期に似ている～
１ 行政評価を組織、職員のモチベーション向上につなげた
２ 行政評価を予・決算と連動させた

■地方公会計の活用を図るには
～従来の手法で不自由していない？～
１ マクロな視点 施設の総量規制

老朽化（長寿命化）対策
自治体間比較

２ ミクロな視点 セグメント情報（施設別、事業別情報）
施設（事業）の譲渡、統廃合、廃止、分析
受益者負担の見直し
行政評価、予算編成に活用

～困っているところから始める～
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分析の視点 指 標

資産形成度 将来世代に残る資産はどのくらいあるか
○住民一人当たり資産額
○有形固定資産の行政目的別割合
○歳入額対資産比率
○資産老朽化比率

世代間公平性 将来世代と現世代との負担の分担は適切か
○純資産比率
○社会資本形成の世代間負担比率
（将来世代負担比率）
●将来負担比率

持続可能性 財政に持続可能性があるか
（健全性） （どのくらい借金があるか）

○住民一人当たり負債額
○基礎的財政収支
○債務償還可能年数
●健全化判断比率

効率性 行政サービスは効率的に提供されているか
○住民一人当たり行政コスト
○行政コスト対有形固定資産比率
○性質別・行政目的別行政コスト

弾力性 資産形成を行う余裕はどのくらいあるか
○行政コスト対税収等比率
●経常収支比率
●実質公債費比率

自律性
歳入はどのくらい税金等で賄われているか
（受益者負担の水準はどうなっているか）
○受益者負担の割合
●財政力指数

企業の財務4表 自治体の財務4表
貸借対照表 貸借対照表
損益計算書 行政コスト計算書
キャッシュフロー計算書 資金収支計算書
株主資本等変動計算書 純資産変動計算書

○財務諸表による財務指標 ●従来の財務指標

財務書類と
従来の財務指標
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足立区
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ご清聴ありがとうございました

千代田区
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江戸川区
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世田谷区
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大田区
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今後の施設等の維持更新費
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▲▲事業コスト計算書
（施設外）

財務報告書

■フルコストに近くなる
■従来の予算書、決算書から離れる

財源

コスト 事業費

人件費

〇〇施設コスト計算書

退職金引当金

減価償却費 受益者負担
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足立区子ども未来創造館に係るコスト計算書

25/31



足立区子ども未来創造館の事務事業評価調書

26/31



施策名）こども・若者がたくましく生き抜く力を育むための成長支援

事業名）足立区子ども未来創造館管理運営事務
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施設以外のコスト計算書（２例）
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子ども医療費助成事業の事務事業評価調書
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生活保護費給付事業の事務事業評価調書

30/31



セグメント情報の活用が見込めそうな例

■譲渡～M＆Aに似ている 例）保育園の譲渡
・収益性 保養所の譲渡
・安全性
・生産性
・成長性
■統廃合 例）学校、公民館の統廃合
・効率性
■廃止 例）校外施設の廃止
・説明責任を果たす
・負債総額
・将来見込み
■新規 ←忘れていました
■事業の分析～目的が必要 例）赤字路線バス
■困っているところから始める

■MEMO
・財政運営の機能する指標
・行政事業レビュー
・PDCAサイクル→OODAループ
・EBPM
・PPP／PFI
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ご清聴ありがとうございました


	スライド 0
	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 9
	スライド 10
	スライド 11
	スライド 12
	スライド 13
	スライド 14
	スライド 15
	スライド 16
	スライド 17
	スライド 18
	スライド 19
	スライド 20
	スライド 21
	スライド 22
	スライド 23
	スライド 24
	スライド 25
	スライド 26
	スライド 27
	スライド 28
	スライド 29
	スライド 30
	スライド 31
	スライド 32

